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農林水産部 農山漁村課

ため池等整備事業とは…

〇 老朽化した農業用ため池の堤体補強や洪水吐の整備を行う
ことにより、ため池の決壊を未然に防止し、下流域の人命・
人家・公共施設等の安全を確保するとともに、安定した農業
用水を確保し、農業経営の安定を図る。

事業の目的

2

決壊状況

家屋の被災状況

H18．9．15～16
の豪雨による大
谷ため池決壊
（唐津市 相知町
佐里）
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ため池整備の施工例

整備前 整備後

整備前 整備後 3

堤体が浸食され、取水施設
（斜樋）が破損し取水に支
障をきたしている。

洪水吐が狭小で断面不足と
なり洪水時危険な状況
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（様式 3） 

公共事業新規評価調書（整備系） 

本部名 

部 名 
農林水産部 

記 入 

責任者 

農山漁村課  課 長 土井 正治 

伊万里農林事務所  所 長 藤 邦広 

 

事 業 

区 分 

生活関連 

産業活性化 

事 業 名 地区名等 

総事業費 １２３百万円 
ため池等整備事業 原 

事 業 地 着工予定年度 完成予定年度 

伊万里市南波多町重橋 令和 5 年度 令和 9 年度 

事 業 目 的 事 業 内 容 

原ため池は伊万里市の北部に位置し、下流域 12.2ha の水

田に農業用水を供給している。しかし、堤体は老朽化により

脆弱化し、全線にわたり洗堀され、堤体法尻からの漏水が著

しいことから、防災対策として大雨のたびに緊急放流してい

る。また、取水施設は老朽化により機能が低下し、洪水吐は

断面不足のうえ老朽化が著しく、このまま放置すると決壊の

恐れがある。このため、ため池の改修を実施することで、決

壊を未然に防止し、農業用水の確保、農業経営の安定、国土

の保全等を図る。 

堤体工    L=72m 
取水施設工  N=1 箇所 
洪水吐工   N=1 式 
法面保護工  A=391 ㎡ 
測量試験費  N=1 式 

評価の視点 評 価 内 容 評 価 

（１）位置づけ 各部の施策に関する方針等：農林水産部の施策に関する方針等に位置付けられている        

（１０点） 

防災計画：県が策定する防災に関する計画に位置づけられている 
（３０点） 

農業生産性の向上：事業の実施により、作業効率の向上や維持管理労力の軽減が見込まれる 
（１０点） 

担い手の確保：事業の実施のより農業経営の維持ができる 
（１０点） 

農地・農業用施設への被害防止：農用地・農業用施設の被害が防止または軽減される 
（３０点） 

Ａ 
（９０） 

（２）必要性・効果 明確な必要性：地域農業の将来像（営農や担い手）の実現に向け本事業を実施する必要性が 
認められる                         （２０点） 

機能低下：  
                 （ ０点） 

危険度の判定：下記の条件、①もしくは②の片方の要件を満足する場合 
       ②豪雨耐性評価の結果、ため池の設計洪水量に対する洪水吐の断面不足。ま 

たは設計洪水位に対する堤体及び洪水吐の余裕高不足      （１０点） 
主要施設の老朽度：築造又は改修後４０年を経過し、堤体からの漏水、堤体の変形、または 

洪水吐き等の主要施設の老朽化が激しい          （１０点） 
費用対効果：費用対効果（Ｂ／Ｃ）が１．０以上               （３０点） 
一般家屋、公共施設等への被害防止：一般家屋、公共施設等への被害が防止または軽減され 

る                  （１０点） 

Ａ 
（８０） 

（３）実施環境 市町村及び受益農家の合意形成：関係市町村の同意が得られ、受益者の大部分の同意が得ら 
れている                  （２０点） 

受益者の負担能力：市町村及び農家の負担について同意が確実であり、農家負担を伴う場合 
は所得償還率≦０．４                  （２０点） 

事業推進体制の整備：                           （ ０点） 
維持管理体制の確保：維持管理について予定管理者の同意が得られている    （１０点） 

Ａ 
（９０） 
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関係機関との事前調整：施設所有者、文化財管理者等関係者との調整が図られ、また、河川 
管理者、道路所有者との協議において基本的事項が確認されている   

（１０点） 
関係法令、基準等との整合：工法は妥当性があるもので、関係法令、基準等に適合している 

                    （１０点） 
採択要件との適合：事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準の要件に適合して 

いる                          （１０点） 
経済性・効率性：事業費の設定が適切であり、経済的に妥当なものとなっている                  

（１０点） 

 
評 価 AAA 条 件 等 

判 断 
Ⅰ  

優先的に事業を実施 

定性評価調書 

○自然環境保全 

内  容 

特に配慮すべき希少動植物等の存在は確認されていないが、もし確認された場合には有明海再生・自然環

境課と調整を取りながら、それらの生物へ配慮した施工を行っていく。 

※ 動植物の保護、農地の保全、山地・山間地の保全、水辺環境の保全等に配慮している事項について、工法、

対策、留意事項を記載。 

 

○生活環境対策 

内  容 

旧堤体の掘削土の土質試験を行い流用が可能かの検討を行う。 
排出ガス対策型機械の使用、低騒音・低振動工法の採用 
建設副産物の適正処理 

※ 大気・水・土壌・地盤環境の保全、リサイクル、文化財、バリアフリー、周辺土地利用状況等に配慮する事項に

ついて、工法、対策、留意事項を記載。 

 

○コスト縮減策 

内  容 

再生材の利用促進、発生土の再利用促進 

施工地の近隣に土捨場を確保し運搬距離の短縮 

※ 再生材・発生材の使用等、具体的なコスト縮減策を記載。 

 

○その他 

内  容 

 

※ 特に記述することがあれば記載。 
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◎

施工箇所：伊万里市役所から北西へ約11.0ｋｍ付近

県営ため池等整備事業 原地区（伊万里市南波多町重橋地内）

施工箇所

伊万里市役所

3

はら みなみはたちょうじゅうばし

〇大平山公園

〇 道の駅 伊万里

〇
南波多谷口IC

至 唐津市至 長崎県

至 有田町

整備の必要性：堤体は老朽化により断面が不足し、漏水が著しい。また、取水施設周辺部
からも漏水があり、洪水吐は断面不足で設計洪水量を流下できない。このため、ため池の
改修を実施することで安全性を確保し、農業経営の安定及び県土の保全を図る。

【事業概要】工期 ： Ｒ5～Ｒ9 （5ヶ年） 、 工事費 ： 123百万円、受益面積 ： 12.2㌶、

整備内容 ： ため池改修 （堤体工L=72m、取水施設工N=1箇所、洪水吐工N=1式、
法面保護工A=391㎡）

被害想定
農地4.8ha、
県道、市道 他

4

ため池全景

洪水吐断面不足状況

ため池全景（堤内）

法面洗堀状況

漏水状況

原地区（伊万里市南波多町重橋地内）
はら みなみはたちょうじゅうばし
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（様式 3） 

公共事業新規評価調書（整備系） 

本部名 

部 名 
農林水産部 

記 入 

責任者 

農山漁村課  課 長 土井 正治 

伊万里農林事務所  所 長 藤 邦広 

 

事 業 

区 分 

生活関連 

産業活性化 

事 業 名 地区名等 

総事業費 １７１百万円 
ため池等整備事業 丹花 

事 業 地 着工予定年度 完成予定年度 

伊万里市二里町大里乙 令和 5 年度 令和 9 年度 

事 業 目 的 事 業 内 容 

丹花ため池は伊万里市の南西部に位置し、下流域 8.6ha の

水田に農業用水を供給している。しかし、堤体は老朽化によ

り脆弱化し、全線にわたり洗堀され、堤体法尻からの漏水が

著しいことから、防災対策として大雨のたびに緊急放流して

いる。また、取水施設は老朽化により機能が低下し、洪水吐

は断面不足のうえ老朽化が著しく、このまま放置すると決壊

の恐れがある。このため、ため池の改修を実施することで、

決壊を未然に防止し、農業用水の確保、農業経営の安定、国

土の保全等を図る。 

堤体工    L=88m 
取水施設工  N=1 箇所 
洪水吐工   N=1 式 
法面保護工  A=618 ㎡ 
測量試験費  N=1 式 

評価の視点 評 価 内 容 評 価 

（１）位置づけ 各部の施策に関する方針等：農林水産部の施策に関する方針等に位置付けられている        

（１０点） 

防災計画：県が策定する防災に関する計画に位置づけられている 
（３０点） 

農業生産性の向上：事業の実施により、作業効率の向上や維持管理労力の軽減が見込まれる 
（１０点） 

担い手の確保：事業の実施のより農業経営の維持ができる 
（１０点） 

農地・農業用施設への被害防止：農用地・農業用施設の被害が防止または軽減される 
（３０点） 

Ａ 
（９０） 

（２）必要性・効果 明確な必要性：地域農業の将来像（営農や担い手）の実現に向け本事業を実施する必要性が 
認められる                         （２０点） 

機能低下：                                              （ ０点） 
危険度の判定：下記の条件、①もしくは②の片方の要件を満足する場合 
       ②豪雨耐性評価の結果、ため池の設計洪水量に対する洪水吐の断面不足。ま 

たは設計洪水位に対する堤体及び洪水吐の余裕高不足      （１０点） 
主要施設の老朽度：築造又は改修後４０年を経過し、堤体からの漏水、堤体の変形、または 

洪水吐き等の主要施設の老朽化が激しい          （１０点） 
費用対効果：費用対効果（Ｂ／Ｃ）が１．０以上               （３０点） 
一般家屋、公共施設等への被害防止：一般家屋、公共施設等への被害が防止または軽減され 

る                  （１０点） 

Ａ 
（８０） 

（３）実施環境 市町村及び受益農家の合意形成：関係市町村の同意が得られ、受益者の大部分の同意が得ら 
れている                  （２０点） 

受益者の負担能力：市町村及び農家の負担について同意が確実であり、農家負担を伴う場合 
は所得償還率≦０．４                  （２０点） 

事業推進体制の整備：                           （ ０点） 
維持管理体制の確保：維持管理について予定管理者の同意が得られている    （１０点） 
関係機関との事前調整：施設所有者、文化財管理者等関係者との調整が図られ、また、河川 

Ａ 
（９０） 
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管理者、道路所有者との協議において基本的事項が確認されている   

（１０点） 
関係法令、基準等との整合：工法は妥当性があるもので、関係法令、基準等に適合している 

                    （１０点） 
採択要件との適合：事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準の要件に適合して 

いる                          （１０点） 
経済性・効率性：事業費の設定が適切であり、経済的に妥当なものとなっている                  

（１０点） 

 
評 価 AAA 条 件 等 

判 断 
Ⅰ  

優先的に事業を実施 

定性評価調書 

○自然環境保全 

内  容 

特に配慮すべき希少動植物等の存在は確認されていないが、もし確認された場合には有明海再生・自然環

境課と調整を取りながら、それらの生物へ配慮した施工を行っていく。 

※ 動植物の保護、農地の保全、山地・山間地の保全、水辺環境の保全等に配慮している事項について、工法、

対策、留意事項を記載。 

 

○生活環境対策 

内  容 

旧堤体の掘削土の土質試験を行い流用が可能かの検討を行う。 
排出ガス対策型機械の使用、低騒音・低振動工法の採用 
建設副産物の適正処理 

※ 大気・水・土壌・地盤環境の保全、リサイクル、文化財、バリアフリー、周辺土地利用状況等に配慮する事項に

ついて、工法、対策、留意事項を記載。 

 

○コスト縮減策 

内  容 

再生材の利用促進、発生土の再利用促進 

施工地の近隣に土捨場を確保し運搬距離の短縮 

※ 再生材・発生材の使用等、具体的なコスト縮減策を記載。 

 

○その他 

内  容 

 

※ 特に記述することがあれば記載。 
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◎

施工箇所：伊万里市役所から西へ約2.8ｋｍ付近

県営ため池等整備事業 丹花地区（伊万里市二里町大里乙地内）

施工箇所

伊万里市役所

1

たんが にりちょうおおざとおつ

〇 二里小学校

〇 国見台運動公園
〇 国見中学校

国道２０２号

至 長崎県

至 有田町

至 長崎県 至 唐津市

整備の必要性：堤体は老朽化により断面が不足し、漏水が著しい。また、取水施設周辺部
からも漏水があり、洪水吐は断面不足で設計洪水量を流下できない。このため、ため池の
改修を実施することで安全性を確保し、農業経営の安定及び県土の保全を図る。

【事業概要】工期 ： Ｒ5～Ｒ9 （5ヶ年） 、 工事費 ： 171百万円、受益面積 ： 8.6㌶、

整備内容 ： ため池改修 （堤体工L=88m、取水施設工N=1箇所、
洪水吐工N=1式、法面保護工A=618㎡）

ため池全景

堤体老朽化状況

被害想定
農地7.5ha、家屋15戸、
市道 他

2

ため池全景（堤内）

法面洗堀状況

丹花地区（伊万里市二里町大里乙地内）
たんが にりちょうおおざとおつ
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（様式 3） 

公共事業新規評価調書（整備系） 

 

本部名 

部 名 
農林水産部 

記 入 

責任者 

農山漁村課  課 長 土井 正治 

東部農林事務所  所 長 松尾 恭司 

 

事 業 

区 分 

生活関連 

産業活性化 

事 業 名 地区名等 

総事業費 670 百万円 
ため池等整備事業 外記 

事 業 地 着工予定年度 完成予定年度 

三養基郡上峰町坊所 令和 5 年度 令和 9 年度 

事 業 目 的 事 業 内 容 

外記ため池は三養基郡上峰町に位置する防災重点農業用

ため池であり、下流域 6.4ha の水田に農業用水を供給してい

る。しかし、ため池護岸は経年劣化による法面洗堀等が発生

し、ため池内に土砂が堆積することによる、貯水量の減少が

みられる。また、近年の大雨により下流域では浸水被害が発

生しており、洪水調整機能が望まれている。このため、ため

池の浚渫や洪水吐等の改修を実施することで、下流域への浸

水を未然に防止し、農業用水の確保、農業経営の安定を図る。 

浚渫工    V=21,700ｍ3 
取水施設工  N=1 箇所 
洪水吐工   N=1 式 
法面復旧工  V=9,300ｍ3 
測量試験費  N=1 式 

評価の視点 評 価 内 容 評 価 

（１）位置づけ 各部の施策に関する方針等：農林水産部の施策に関する方針等に位置付けられている        

（１０点） 

防災計画：県が策定する防災に関する計画に位置づけられている 
（３０点） 

農業生産性の向上：事業の実施により、作業効率の向上や維持管理労力の軽減が見込まれる 
（１０点） 

担い手の確保：事業の実施のより農業経営の維持ができる 
（１０点） 

農地・農業用施設への被害防止：農用地・農業用施設の被害が防止または軽減される 
（３０点） 

Ａ 
（９０） 

（２）必要性・効果 明確な必要性：地域農業の将来像（営農や担い手）の実現に向け本事業を実施する必要性が 
認められる                         （２０点） 

機能低下：                                              （ ０点） 
危険度の判定：下記の条件、①もしくは②の片方の要件を満足する場合 
       ②豪雨耐性評価の結果、ため池の設計洪水量に対する洪水吐の断面不足。ま 

たは設計洪水位に対する堤体及び洪水吐の余裕高不足      （１０点） 
主要施設の老朽度：                            （ ０点） 
費用対効果：費用対効果（Ｂ／Ｃ）が１．０以上               （３０点） 
一般家屋、公共施設等への被害防止：一般家屋、公共施設等への被害が防止または軽減され 

る                   （１０点） 

Ｂ 
（７０） 

（３）実施環境 市町村及び受益農家の合意形成：関係市町村の同意が得られ、受益者の大部分の同意が得ら 
れている                  （２０点） 

受益者の負担能力：市町村及び農家の負担について同意が確実であり、農家負担を伴う場合 
は所得償還率≦０．４                  （２０点） 

事業推進体制の整備：                           （ ０点） 
維持管理体制の確保：維持管理について予定管理者の同意が得られている    （１０点） 
関係機関との事前調整：施設所有者、文化財管理者等関係者との調整が図られ、また、河川 

管理者、道路所有者との協議において基本的事項が確認されている   

Ａ 
（９０） 
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（１０点） 
関係法令、基準等との整合：工法は妥当性があるもので、関係法令、基準等に適合している 

                    （１０点） 
採択要件との適合：事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準の要件に適合して 

いる                          （１０点） 
経済性・効率性：事業費の設定が適切であり、経済的に妥当なものとなっている                  

（１０点） 

 
評 価 ABA 条 件 等 

判 断 
Ⅰ  

優先的に事業を実施 

定性評価調書 

○自然環境保全 

内  容 

特に配慮すべき希少動植物等の存在は確認されていないが、もし確認された場合には有明海再生・自然環

境課と調整を取りながら、それらの生物へ配慮した施工を行っていく。 

※ 動植物の保護、農地の保全、山地・山間地の保全、水辺環境の保全等に配慮している事項について、工法、

対策、留意事項を記載。 

 

○生活環境対策 

内  容 

堤内浚渫土の土質試験を行い流用が可能かの検討を行う 
排出ガス対策型機械の使用、低騒音・低振動工法の採用 
建設副産物の適正処理 

※ 大気・水・土壌・地盤環境の保全、リサイクル、文化財、バリアフリー、周辺土地利用状況等に配慮する事項に

ついて、工法、対策、留意事項を記載。 

 

○コスト縮減策 

内  容 

再生材の利用促進、発生土の再利用促進 

施行地の近隣に土捨場を確保し運搬距離の短縮 

※ 再生材・発生材の使用等、具体的なコスト縮減策を記載。 

 

○その他 

内  容 

 

※ 特に記述することがあれば記載。 
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◎

施工箇所：上峰町役場から北西へ約1.0ｋｍ付近

県営ため池等整備事業 外記地区（上峰町坊所地内）

施工箇所

上峰町役場

5

げき ぼうじょ

目達原駐屯地

〇 上峰小学校

〇 上峰中学校

〇 吉野ヶ里温泉
至 みやき町

至 神埼市

洪水防災容量 V=45,000㎥

農業用水量 V=30,000㎥

▽ FWL=14.00m

▽基礎地盤高

▽低水位管理高=11.90m

▽泥土堆積高

整備の必要性：ため池護岸は経年劣化による法面洗堀等が発生し、ため池内に土砂が堆積す
ることによる、貯水量の減少がみられる。また、近年の大雨により下流域では浸水被害が発生
しており、洪水調整機能が望まれている。このため、ため池の浚渫や洪水吐等の改修を実施す
ることで、下流域への浸水を未然に防止し、農業経営の安定及び県土の保全を図る。

【事業概要】工期 ： Ｒ5～Ｒ9 （5ヶ年） 、 工事費 ： 670百万円、受益面積 ： 6.4㌶、

整備内容 ： ため池改修 （浚渫工V=21,700㎥、取水施設工N=1箇所、
洪水吐工N=1式、法面復旧工V=9,300㎥）

ため池全景（土砂体積状況）

堤体洗堀状況

被害想定
農地8.7ha、家屋55戸、
体育館1棟（避難施設）、県道町道 他

6

法面洗堀状況 下流域浸水状況（令和３年８月豪雨）

洪水調整機能

外記地区（上峰町坊所地内）
げき ぼうじょ

洪水調整容量
現況：23,300㎥、事業後：45,000㎥
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（様式 3） 

公共事業新規評価調書（整備系） 

 

本部名 

部 名 
農林水産部 

記 入 

責任者 

農山漁村課 課 長 土井 正治 

杵藤農林事務所 所 長 武藤 正澄 

 

事 業 

区 分 

生活関連 

産業活性化 

事 業 名 地区名等 

総事業費 256 百万円 
ため池等整備事業 上畑川 

事 業 地 着工予定年度 完成予定年度 

杵島郡江北町上小田 令和 5 年度 令和 9 年度 

事 業 目 的 事 業 内 容 

上畑川ため池は、平成 27 年度にため池耐震性調査が実施

され、堤体上下流側の設計基準における耐震性を満たしてい

ないため、地震により堤体が決壊すれば下流域の農地、農業

用施設及び一般公共施設や人家に多大な被害を及ぼす可能

性がある。また、斜樋の断面不足により、地震発生直後等の

緊急放流による水位急降下ができないため、堤体の安全確保

が困難である。 

このため、ため池の耐震対策を行い安全性を確保し、決壊

による被害を未然に防止し、農業用水の確保、農業経営の安

定、国土の保全等を図る。 

堤体工（押え盛土）L=113.0m 
法面保護工    A=1,500 ㎡ 
取水施設工    N=2 箇所 
測量試験費    N=1 式 

評価の視点 評 価 内 容 評 価 

（１）位置づけ 各部の施策に関する方針等：農林水産部の施策に関する方針等に位置付けられている        

（１０点） 

防災計画：県が策定する防災に関する計画に位置づけられている 
（３０点） 

農業生産性の向上：事業の実施により、作業効率の向上や維持管理労力の軽減が見込まれる 
（１０点） 

担い手の確保：事業の実施のより農業経営の維持ができる 
（１０点） 

農地・農業用施設への被害防止：農用地・農業用施設の被害が防止または軽減される 
（３０点） 

Ａ 
（９０） 

（２）必要性・効果 明確な必要性：地域農業の将来像（営農や担い手）の実現に向け本事業を実施する必要性が 
認められる                         （２０点） 

機能低下：                                （ ０点） 
危険度の判定：地震耐性評価の結果、Ａ種に該当するため池の場合、安全率が１．２未満 

（１０点） 
主要施設の老朽度：                            （ ０点） 
費用対効果：費用対効果（Ｂ／Ｃ）が１．０以上               （３０点） 
一般家屋、公共施設等への被害防止：一般家屋、公共施設等への被害が防止または軽減され 

る                    （１０点） 

Ｂ 
（７０） 

（３）実施環境 市町村及び受益農家の合意形成：関係市町村の同意が得られ、受益者の大部分の同意が得ら 
れている                  （２０点） 

受益者の負担能力：市町村及び農家の負担について同意が確実であり、農家負担を伴う場合 
は所得償還率≦０．４                  （２０点） 

事業推進体制の整備：                           （ ０点） 
維持管理体制の確保：維持管理について予定管理者の同意が得られている    （１０点） 

Ａ 
（９０） 
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関係機関との事前調整：施設所有者、文化財管理者等関係者との調整が図られ、また、河川 
管理者、道路所有者との協議において基本的事項が確認されている   

（１０点） 
関係法令、基準等との整合：工法は妥当性があるもので、関係法令、基準等に適合している 

                    （１０点） 
採択要件との適合：事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準の要件に適合して 

いる                          （１０点） 
経済性・効率性：事業費の設定が適切であり、経済的に妥当なものとなっている （１０点） 

 
評 価 ABA 条 件 等 

判 断 
Ⅰ  

優先的に事業を実施 

定性評価調書 

○自然環境保全 

内  容 

特に配慮すべき希少動植物等の存在は確認されていないが、もし確認された場合には有明海再生・自然環

境課と調整を取りながら、それらの生物へ配慮した施工を行っていく。 

※ 動植物の保護、農地の保全、山地・山間地の保全、水辺環境の保全等に配慮している事項について、工法、

対策、留意事項を記載。 

 

○生活環境対策 

内  容 

旧堤体の掘削土の土質試験を行い流用が可能かの検討を行う。 
排出ガス対策型機械の使用、低騒音・低振動工法の採用 
建設副産物の適正処理 

※ 大気・水・土壌・地盤環境の保全、リサイクル、文化財、バリアフリー、周辺土地利用状況等に配慮する事項に

ついて、工法、対策、留意事項を記載。 

 

○コスト縮減策 

内  容 

再生材の利用促進、発生土の再利用促進 

施工地の近隣に土場、土捨場を確保し運搬距離の短縮 

※ 再生材・発生材の使用等、具体的なコスト縮減策を記載。 

 

○その他 

内  容 

 

※ 特に記述することがあれば記載。 
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施工箇所：江北町役場から西へ約1.2ｋｍ付近

県営ため池等整備事業 上畑川地区（江北町上小田地内）

施工箇所
江北町役場

7

◎

六角川

かみはたがわ かみおだ

〇白石高校 〇 古賀病院

〇 JAフーズさが

至 武雄市

至 小城市

至 白石町

整備の必要性：堤体上下流側において耐震性基準を満たしておらず、また緊急放流
施設がないため、災害発生時の水位急降下ができない。このため、ため池の改修を
実施することで安全性を確保し、農業経営の安定及び県土の保全を図る。

【事業概要】工期 ： Ｒ5～Ｒ9 （5ヶ年） 、 工事費 ： 256百万円、受益面積 ： 160.8㌶、

整備内容 ： ため池改修 （堤体工L=113m、取水施設工N=2箇所、
法面保護工A= 1,500㎡）

被害想定
農地195.1ha、
家屋93戸、
事業所29棟、
公民館1棟
国道、町道 他

8

堤体表洗堀状況

ため池全景 ため池全景（堤内）

斜樋状況（緊急放流施設無し）堤体表洗堀状況

上畑川地区（江北町上小田地内）
かみはたがわ かみおだ
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